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諮問庁：内閣総理大臣 

諮問日：平成２８年６月１日（平成２８年（行情）諮問第３９９号） 

答申日：平成３０年１月１２日（平成２９年度（行情）答申第４０３号） 

事件名：「河野談話作成過程等に関する検証チーム」に関連して作成・取得し

た文書等の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「『河野談話作成過程等に関する検証チーム』に関連して内閣官房が作

成・取得した全ての文書及び同検討チームの閲覧に供した内閣官房が主管

する全ての文書の件名，日付け，作成者（部署）名，同検討チームに提供

した内閣官房が主管する全ての文書の件名，日付け，作成者（部署）名が

分かる文書」（以下「本件請求文書」という。）の開示請求に対し，別紙

に掲げる１４２文書（以下「本件対象文書」という。）を特定し，その一

部を不開示とした決定については，別表に掲げる部分を開示すべきであり，

文書１，文書３，文書１６及び文書１７を対象として，改めて開示決定等

をすべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求人の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２７年７月９日付け閣副第６８６

号により内閣官房副長官補（以下「処分庁」という。）が行った一部開示

決定（以下「原処分」という。）について，その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

（１）処分庁は，文書１２ないし文書１５を除く１３７文書を理由番号１ま

たは２によって不開示としたが，一つ一つの文書がなぜ不開示事由に該

当するのかを何ら具体的に説明していない。 

（２）処分庁は，文書１４２を不開示とした理由を，「作成及び取得してい

ないため」と説明したが，日本の役所が大量の文書を取り扱って業務を

行う場合に，文書の一覧を作成しないことは常識的にあり得ない。説明

は事実と異なる可能性が極めて高い。 

（３）以上の通り，原処分は法に違反している。よってその取消しを求め

るため，本件審査請求を行った。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求の趣旨について 

平成２７年８月２７日付けで受け付けた，処分庁による原処分に対する
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審査請求については，下記の理由により，原処分維持が適当であると考え

る。 

２ 本件対象文書について 

（１）河野談話作成過程等に関する検討チーム（以下「検討チーム」とい

う。）は，国会からの求めに応じ，慰安婦問題に関して，河野談話作成

過程における韓国とのやりとりを中心に，後続措置であるアジア女性基

金までの一連の過程についての実態の把握を行うため，平成２６年４月

２５日に準備会合を行った後，同年５月１４日，同月３０日，同年６月

６日，同月１０日の計４回にわたり議論を行い，同月２０日付けで「慰

安婦問題を巡る日韓関のやりとりの経緯～河野談話作成からアジア女性

基金まで～」（以下「報告書」という。）を公表した。 

（２）審査請求人が請求した文書名は「検討チームに関連して内閣官房が作

成・取得した全ての文書及び同検討チームの閲覧に供した内閣官房が主

管する全ての文書の件名，日付け，作成者（部署）名，同検討チームに

提供した内閣官房が主管する全ての文書の件名，日付け，作成者（部

署）名が分かる文書」であることから，本件対象文書は，前段の「検討

チームに関連して内閣官房が作成及び取得した全ての文書」及び後段の

「検討チームに提供した内閣官房が主管する全ての文書の件名，日付け，

作成者（部署）名，同検討チームの閲覧に供した内閣官房が主管する全

ての文書の件名，日付け，作成者（部署）名が分かる文書」であると理

解される。 

３ 原処分の妥当性について 

（１）開示請求の前段について 

「検討チームに関連して内閣官房が作成及び取得した全ての文書」に

ついては， 

① 検討チーム準備会合～第４回の資料 

② 検討チーム準備会合～第４回の議事概要 

③ 当時の政府職員からのヒアリング概要 

④ 報告書の英訳 

⑤ 慰安婦問題基礎公表資料 

⑥ 河野談話の作成過程等に関する検討結果 但木座長，兼原副長官補

記者会見概要 

⑦ 慰安婦問題を巡る日韓関のやりとりの経緯に関する座長会見録 

⑧ 検討チームの閲覧に供した内閣官房副長官補室（旧外政審議室）保

管分資料 

と特定した上で，④ないし⑦について開示，①ないし③，⑧については

以下の理由により不開示とした。 

（２）①・②「検討チーム」準備会合～第４回の資料・議事概要について 
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個人の氏名，所属等は，個人に関する情報であって，特定の個人を識

別できるものであるため，公表慣行のあるものを除き，不開示とした。

また，平成３年末に開始された調査の実施過程，平成５年８月４日に発

表された官房長官談話又は調査結果の作成過程若しくは検討チームの検

討過程での公にしないことを前提としたやりとりの内容に関する記述で

あって，公にすることにより，他国等との信頼関係が損なわれるおそれ

又は他国との交渉上不利益を被るおそれがあるとともに，政府部内の率

直な意見の交換が不当に損なわれるおそれや事務全般の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあるため，不開示とした（法５条１号，３号，５号

及び６号）。 

（３）③当時の政府職員からのヒアリング概要について 

個人の氏名，所属等は，個人に関する情報であって，特定の個人を識

別できるものであるため，公表慣行のあるものを除き，不開示とした。

また，検討チームの検討過程での公にしないことを前提としたやりとり

の内容に関する記述であって，公にすることにより，他国等との信頼関

係が損なわれるおそれ又は他国との交渉上不利益を被るおそれがあると

ともに，政府部内の率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれや事務

全般の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため，不開示とした（法

５条１号，３号，５号及び６号）。 

（４）⑧検討チームの閲覧に供した内閣官房副長官補室（旧外政審議室）保

管分資料について 

平成３年末に開始された調査の実施過程，平成５年８月４日に発表さ

れた官房長官談話又は調査結果の作成過程若しくは検討チームの検討過

程での公にしないことを前提とした資料又はやりとりの内容に関する記

述であって，公にすることにより，他国等との信頼関係が損なわれるお

それ又は他国との交渉上不利益を被るおそれがあるとともに，政府部内

の率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれや事務全般の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがあるため，不開示とした。また，個人の氏名，

所属等が含まれるものは，個人に関する情報であって，特定の個人を識

別できるものであるため，公表慣行のあるものを除き，不開示とした

（法５条（１号，）３号，５号及び６号）。 

（５）開示請求の後段について 

内閣官房としては作成及び取得していないため不存在とした。 

（６）審査請求人に対する行政文書開示決定等に係る通知の際には，法５条

の該当号ごとに，不開示理由について， 

ア 上記（２），（３）及び（４）の一部（法５条１号に該当するも

の）について理由１ 

イ 上記（４）の残りの部分について理由２ 
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ウ 上記（５）について理由３ 

として表形式にまとめ，一覧性を確保した。 

（７）以上のことから，前段，後段に係る開示決定及び不開示決定とした原

処分は妥当である。 

４ 審査請求人の主張について 

（１）審査請求人は，原処分について， 

ア 「文書１３７件を理由番号１又は２によって不開示としたが，一つ

一つの文書がなぜ不開示事由に該当するのかを何ら具体的に説明して

いない」こと 

イ 後段について「不開示とした理由を，「作成及び取得していないた

め」と説明したが，日本の役所が大量の文書を取り扱って業務を行う

場合に，文書の一覧を作成しないことは常識的にあり得ない。説明は

事実と異なる可能性が極めて高い」こと 

を理由に，原処分の取消しを求めている。 

（２）しかし，上記（１）アについては上記３で述べたとおり，各文書につ

いて法５条の該当号ごとに不開示理由についてそれぞれ具体的に説明し

たうえで，表にまとめた形式をとっており，適切に処分を行ったもので

あり，審査請求人の主張は当たらない。 

上記（１）イについては，審査請求人が，「日本の役所が大量の文書

を取り扱って業務を行う場合に，文書を作成しないことは常識的にあり

得ない」と述べている点に関し，それは審査請求人の一方的な主張であ

り，事実として，内閣官房が，審査請求人が請求した文書を作成・取得

乃至保有していないことから，審査請求人の主張は当たらない。 

したがって，審査請求人の主張には理由がなく，原処分は妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２８年６月１日   諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同月２０日       審議 

   ④ 平成２９年１２月４日  本件対象文書の見分及び審議 

   ⑤ 平成３０年１月１０日  審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，別紙に掲げる１４２文書である。 

審査請求人は，「検証チームに関連して内閣官房が作成・取得した全て

の文書」（以下「前段請求文書」という。）に係る原処分の取消し及び

「同検討チームの閲覧に供した内閣官房が主管する全ての文書の件名，日

付け，作成者（部署）名，同検討チームに提供した内閣官房が主管する全
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ての文書の件名，日付け，作成者（部署）名が分かる文書」（以下「後段

請求文書」という。）に該当する文書の特定を求めており，諮問庁は，本

件対象文書として１４２文書を特定し，このうち前段請求文書に該当する

対象文書（以下「前段対象文書」という。）については，その一部が法５

条１号，３号，５号及び６号に該当するとして一部開示とし，また，後段

請求文書に該当する対象文書（以下「後段対象文書」という。）について

は，存在しないとして不開示とした原処分を妥当としていることから，以

下，本件対象文書の見分結果に基づき，前段対象文書の不開示情報該当性

及び後段対象文書の保有の有無について検討する。 

２ 前段対象文書の不開示情報該当性について 

（１）検討チームの議事概要について 

文書２，文書４，文書６，文書８及び文書１０の不開示部分には，他

国等から入手した情報も含め，河野談話作成に至る政府部内での審議の

過程，また，アジア女性基金の事業実施等に係る文書について，検討チ

ームが議論した内容が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，慰安婦問題等についての我

が国の対応方針，アジア女性基金に関する我が国の考え方等が明らかと

なり，他国等との交渉上不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認

めることにつき相当の理由があると認められるので，法５条３号に該当

し，同条１号，５号及び６号について判断するまでもなく，不開示とす

ることが妥当である。 

（２）検討チームの会合で配布・回収された他国に関する情報が含まれる資

料について 

文書１の１０６枚目ないし１４６枚目，文書３の１４枚目ないし４５

枚目，文書５の１６枚目ないし３３枚目，文書７の２６枚目及び２７枚

目，文書１６並びに文書１７の不開示部分には，慰安婦問題に関し，我

が国と他国等との交渉の概要及び政府部内での検討内容等が記載されて

いる。 

また，文書１１の不開示部分には，検討チームの会合で配布・回収さ

れた資料のうち，河野談話作成当時，作業に関わっていた政府職員から，

作成過程の状況をヒアリングした内容が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，慰安婦問題等について，他

国から提供された情報及び慰安婦問題に関する我が国の対応方針等が明

らかとなり，他国等との信頼関係が損なわれるおそれ並びに他国等との

交渉上不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相

当の理由があると認められるので，法５条３号に該当し，同条１号，５

号及び６号について判断するまでもなく，不開示とすることが妥当であ

る。 
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（３）検討チームの会合で配布・回収された参考資料について 

文書１，文書３，文書５及び文書７（いずれも上記（２）の不開示部

分を除く。）並びに文書９の不開示部分には，河野談話作成からアジア

女性基金までの一連の過程を検討するに当たり検討チームの会合で配

布・回収された資料の内容等が記載されている。 

当該部分のうち，以下に掲げる部分を除く部分については，これを公

にすることにより，検討チームにおける未成熟な検討内容が明らかとな

り，今後，同種の会合における率直な意見の交換が不当に損なわれるお

それがあると認められるので，法５条５号に該当し，同条１号，３号及

び６号について判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

しかしながら，文書１の１３枚目ないし１０４枚目，文書５の４１枚

目ないし４６枚目，文書７の３２枚目ないし３７枚目及び文書９の２８

枚目ないし３３枚目については，既に公開されている情報である。これ

らに含まれている法５条１号本文前段の個人に関する情報は，法令の規

定により又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定されている

情報であると認められ，同号ただし書イに該当する。また，これらを公

にしたとしても，国の安全が害されるおそれ又は他国等との信頼関係が

損なわれるおそれ，他国等との交渉上不利益を被るおそれがあると行政

機関の長が認めることにつき相当の理由があるとは認められず，国の機

関相互間における率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に

損なわれるおそれ又は事務全般の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

るとも認められないことから，同条１号，３号，５号及び６号柱書きの

いずれにも該当せず，開示すべきである。 

（４）検討チームの閲覧に供した資料について 

文書１８ないし文書１４１については，いずれも，検討チームが河野

談話の作成からアジア女性基金までの一連の過程を検証するに当たり，

処分庁が検討チームの閲覧に供した資料である。 

ア 電信システムに関する情報について 

文書２６，文書２７，文書３１，文書３４，文書３６，文書４４，

文書４８，文書５３，文書５７ないし文書６２，文書６４ないし文

書６６，文書６８，文書６９，文書７１ないし文書７３，文書７６，

文書７７，文書８０，文書８２，文書８３，文書８５，文書９４，

文書９５，文書１００，文書１０１，文書１１０及び文書１１３の

不開示部分の一部には，外務省が使用している電信システムの内部

の処理・管理に係る情報が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，電信システムの暗号化方

式の秘密保全に支障が生じ，国の安全が害されるおそれ及び他国と

の交渉上不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認めることに
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つき相当の理由があると認められるので，法５条３号に該当し，同

条１号，５号及び６号について判断するまでもなく，不開示とする

ことが妥当である。 

イ 上記アに掲げる不開示部分を除く部分について 

（ア）他国等との協議のための対処方針，他国等と協議した内容及び他

国等から入手した情報について 

文書１８，文書２１，文書２２，文書２６，文書２９ないし文書

３１，文書３３ないし文書３６，文書３９，文書４３，文書４４，

文書４８，文書５３，文書５４，文書５７，文書６０ないし文書６

２，文書６８，文書９０，文書９４，文書９５，文書９７ないし文

書９９，文書１０４，文書１０５，文書１１０，文書１２６，文書

１３０，文書１３５及び文書１３６の不開示部分には，慰安婦問題

について他国等と協議する際の我が国の対処方針，他国等との協議

内容及び他国等から取得した情報が記載されている。    

当該部分のうち，以下に掲げる部分を除く部分については，これ

を公にすることにより，慰安婦問題に関する我が国の対応方針，他

国と協議した内容及び他国から提供された情報等が明らかとなり，

他国等との信頼関係が損なわれるおそれ及び他国等との交渉上不利

益を被るおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理

由があると認められるので，法５条３号に該当し，同条１号，５号

及び６号について判断するまでもなく，不開示とすることが妥当で

ある。 

しかしながら，文書４８の６枚目及び７枚目並びに文書１２６の

３枚目については，既に公開されている情報である。これらの中に

含まれている法５条１号本文前段の個人に関する情報は，法令の規

定により又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定されて

いる情報であると認められ，同号ただし書イに該当する。また，こ

れらを公にしたとしても，国の安全が害されるおそれ，他国等との

信頼関係が損なわれるおそれ又は他国等との交渉上不利益を被るお

それがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると

は認められず，国の機関相互間における率直な意見の交換若しくは

意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ又は事務全般の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあるとも認められないことから，同条

１号，３号，５号及び６号柱書きのいずれにも該当せず，開示すべ

きである。 

（イ）当時の政府職員からのヒアリング概要について 

文書１２０ないし文書１２３の不開示部分には，河野談話作成当

時，作業に関わっていた政府職員から，同談話作成過程の状況を聴
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取した内容が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，慰安婦問題等について

他国から提供された情報及び我が国の当時の詳細な検討状況等が明

らかとなり，我が国の慰安婦問題に関する対応方針を推察すること

が可能となる結果，他国等との信頼関係が損なわれるおそれ及び他

国等との交渉上不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認める

ことにつき相当の理由があると認められるので，法５条３号に該当

し，同条１号，５号及び６号について判断するまでもなく，不開示

とすることが妥当である。 

（ウ）政府部内での協議・検討内容について 

文書８７ないし文書８９，文書９１ないし文書９３，文書９６，

文書１２４，文書１２５，文書１３３，文書１３４及び文書１３７

ないし文書１３９の不開示部分には，平成５年８月４日に発出され

た河野談話及び内閣官房内閣外政審議室（当時。以下同じ。）によ

り発表された「いわゆる従軍慰安婦問題について」の作成過程にお

ける政府部内での検討内容が記載されている。 

また，文書１９，文書２４，文書２８，文書３２，文書３７，文

書４０，文書４２，文書４９，文書５１，文書５２，文書５６，文

書７０，文書７３，文書７５，文書８４，文書１０９，文書１２７

ないし文書１２９，文書１３１及び文書１４０の不開示部分には，

慰安婦問題に関する調査結果を含め，慰安婦問題等についての政府

部内での協議・検討内容等が記載されている。 

当該部分のうち，以下に掲げる部分を除く部分については，これ

を公にすることにより，当時の政府部内における慰安婦問題に関す

る未成熟な検討内容が明らかとなり，原処分時点においても，将来

の同種の文書の策定作業に際し政府部内での自由かっ達な議論に支

障を来すなど，国の機関相互間の率直な意見の交換又は意思決定の

中立性が不当に損なわれるおそれがあると認められるので，法５条

５号に該当し，同条１号，３号及び６号について判断するまでもな

く，不開示とすることが妥当である。 

しかしながら，文書１０９の７枚目ないし１２枚目，文書１２７

の５枚目並びに文書１３１の７枚目ないし１５枚目，１８枚目ない

し２２枚目及び３６枚目ないし４６枚目については，既に公開され

ている情報又は報道機関等から提起されることが当時想定された質

問とそれに対する応答要領等が記載されている。これらの中に含ま

れている法５条１号本文前段の個人に関する情報は，公表されてい

る若しくは公にすることが予定されていたことから，法令の規定に

より又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定されている
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情報であると認められ，同号ただし書イに該当する。また，これら

を公にしたとしても，国の安全が害されるおそれ，他国等との信頼

関係が損なわれるおそれ又は他国等との交渉上不利益を被るおそれ

があると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があるとは認

められず，国の機関相互間における率直な意見の交換若しくは意思

決定の中立性が不当に損なわれるおそれ又は事務全般の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがあるとも認められないことから，同条１号，

３号，５号及び６号柱書きのいずれにも該当せず，開示すべきであ

る。 

（エ）関係者等とのやり取り及び関係者等から聴取した内容等について 

文書２７，文書３８，文書４１，文書４５ないし文書４７，文書

５０，文書５５，文書５８，文書５９，文書６３ないし文書６７，

文書６９，文書７１，文書７２，文書７４，文書７６ないし文書８

３，文書８５，文書８６，文書１０１ないし文書１０３，文書１０

８，文書１１３，文書１１４，文書１１６，文書１３２及び文書１

４１の不開示部分には，関係者等とのやり取り，関係者等から聴取

した内容及び河野談話発表に当たっての関係者との協議の準備に関

する内容等が記載されている。 

当該部分のうち，以下に掲げる部分を除く部分については，これ

を公にすることにより，今後外交事務に必要な情報の入手が困難と

なるなど，外交事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認

められるので，法５条６号柱書きに該当し，同条１号，３号及び５

号について判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

しかしながら，文書１０８については，内閣外政審議室及び外務

省が特定政党に対し慰安婦問題について説明した概要等が記載され

ている。これらの中に含まれている法５条１号本文前段の個人に関

する情報は，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公に

することが予定されている情報であると認められ，同号ただし書イ

に該当する。また，これらを公にしたとしても，国の安全が害され

るおそれ又は他国等との信頼関係が損なわれるおそれ，他国等との

交渉上不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認めることにつ

き相当の理由があるとは認められず，国の機関相互間における率直

な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ

又は事務全般の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとも認めら

れないことから，同条１号，３号，５号及び６号柱書きのいずれに

も該当せず，開示すべきである。 

（オ）訴訟に関する対応について 

文書１１５，文書１１７及び文書１１８の不開示部分には，元慰
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安婦による訴訟に関する文書及びそれに対する政府の対応方針等を

検討した内容等が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，争訟における国側の対

応方針及び検討要領等が推察され，今後の同種の争訟に関し，国の

当事者としての地位を不当に害するおそれがあると認められるので，

法５条６号ロに該当し，同条１号，３号及び５号について判断する

までもなく，不開示とすることが妥当である。 

（カ）想定問答，対外応答要領及び記者ブリーフィングの記録について 

ａ 文書２０について 

（ａ）文書２０の不開示部分には，慰安婦問題等について報道機関

等から提起されることが当時想定された質問とそれに対する応

答要領等が記載されている。 

（ｂ）文書２０について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認

させたところ，諮問庁から，文書２０には内閣外政審議室及び

外務省が作成していた途中の段階における応答要領案が記載さ

れており，処分庁が外務省に確認したところ，文書２０の作成

日より後の日付けが記載された同様の応答要領が，外務省に対

する別件開示請求を受けて開示されていることが判明した旨説

明があった。 

（ｃ）外務省から当該別件開示請求で開示された応答要領の提示を

受けて確認したところ，当該応答要領には文書２０より後の日

付けが記載されており，また，文書２０には同文書が作成の途

中であることを示唆する記述が手書きされていることを踏まえ

ると，文書２０は作成途中の段階における応答要領案である旨

の諮問庁の上記ａの説明は不自然，不合理とはいえない。 

（ｄ）そこで，文書２０の不開示部分のうち，下記ｅに掲げる部分

を除く部分について検討すると，これを公にすることにより，

慰安婦問題等について政府部内における未成熟な検討内容が明

らかとなり，国の機関相互間における率直な意見交換が不当に

損なわれるおそれがあると認められるので，法５条５号に該当

し，同条３号及び６号について判断するまでもなく，不開示と

することが妥当である。 

（ｅ）しかしながら，文書２０の６枚目ないし１０枚目については，

既に公開されている情報であり，これを公にしたとしても，国

の安全が害されるおそれ，他国等との信頼関係が損なわれるお

それ又は他国等との交渉上不利益を被るおそれがあると行政機

関の長が認めることにつき相当の理由があるとは認められず，

国の機関相互間における率直な意見の交換若しくは意思決定の
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中立性が不当に損なわれるおそれ又は事務全般の適正な遂行に

支障を及ぼすおそれがあるとも認められないことから，法５条

３号，５号及び６号柱書きのいずれにも該当せず，開示すべき

である。 

ｂ 文書２３，文書２５，文書１０６，文書１０７，文書１１１，

文書１１２及び文書１１９について 

文書２３，文書２５，文書１０６，文書１１１，文書１１２及

び文書１１９の不開示部分には，慰安婦問題等について報道機

関等から提起されることが当時想定された質問とそれに対する

応答要領等が，また，文書１０７の不開示部分には，内閣外政

審議室長（当時）による記者ブリーフィングの記録の概要等が

記載されている。  

上記はいずれも報道機関等に対しその内容を公にすることが想

定される前提で作成された文書又は既に公開されている情報が

記載された文書であり，これを公にしても，国の安全が害され

るおそれ，他国等との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国と

の交渉上不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認めるこ

とにつき相当の理由があるとは認められず，国の機関相互間に

おける率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれ又は事務全

般の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとも認められない

ことから，当該不開示部分は，法５条３号，５号及び６号柱書

きのいずれにも該当せず，開示すべきである。 

（キ）報道機関から入手した情報について 

  文書１００には，政府が特定報道機関から入手した情報が記載

されている。 

当該不開示部分は，これを公にすることにより，今後外交事務に

必要な情報の入手が困難となるなど，外交事務の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれがあると認められるので，法５条６号柱書きに該当

し，同条３号及び５号について判断するまでもなく，不開示とする

ことが妥当である。 

３ 後段対象文書の特定の妥当性について 

（１）後段対象文書の特定について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確

認させたところ，諮問庁から次のとおり説明があった。 

ア 本件開示請求は，「検討チームの閲覧に供した内閣官房が主管する

全ての文書の件名，日付け，作成者（部署）名，同検討チームに提供

した内閣官房が主管する全ての文書の件名，日付け，作成者（部署）

名が分かる文書」の開示を求めるものである。 

イ 上記請求文言にいう「検討チームの閲覧に供した」又は「同検討チ
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ームに提供した」，「内閣官房が主管する文書の件名，日付け，作成

者（部署）名が分かる文書」に完全に一致する文書は作成も取得もし

ていないため，不開示の決定を行った。 

ウ 本件開示請求を受け，念のため，関係部署において，執務室の机，

書庫及びパソコン上のファイル等について探索を行ったが，その保有

を確認できなかったことから，文書不存在につき不開示とした。また，

本件審査請求を受け，確実を期すために，再度，執務室の机，書庫及

びパソコン上のファイル等の探索を行ったが，後段対象文書に係る本

件対象文書の保有は確認されなかった。 

（２）諮問庁から本件対象文書の提示を受けて確認したところ，文書１，文

書３，文書１６及び文書１７のそれぞれの一部には，検討チームが報告

書を作成するに当たり参照した，内閣官房が保有する文書の件名及び日

付け等が記載されており，上記開示請求文言に完全に一致するとはいえ

ないが，本件開示請求の趣旨に照らして合理的に解釈すれば，本件開示

請求は，「文書の件名，日付け，作成者（部署）名」の全てが記載され

た文書のみならず，その一部の記載がないものの開示をも求めているも

のと解されることから，これらはいずれも後段請求文書に該当するもの

と認められる。 

一方，上記（１）ウの２度にわたる文書探索の方法及び範囲は特に不

十分とは考えられず，本件対象文書以外に後段請求文書に該当する文書

の存在をうかがわせる事情も特段認められないことから，後段請求文書

を作成も保有もしていない旨の諮問庁の上記（１）イ及びウの説明は，

文書１，文書３，文書１６及び文書１７の点を除いては否定できず，し

たがって，内閣官房副長官補において文書１，文書３，文書１６及び文

書１７の外に後段請求文書を保有しているとは認められない。 

（３）したがって，後段対象文書につき，これを保有していないとして不開

示とした原処分については，処分庁において文書１，文書３，文書１６

及び文書１７を保有していると認められるので，これらにつき改めて開

示決定等をすべきである。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求に対し，本件対象文書を特定

し，その一部を法５条１号，３号，５号及び６号に該当するとして不開示

とした決定については，不開示とされた部分のうち，別表に掲げる部分を

除く部分は，同条３号，５号並びに６号柱書き及びロに該当すると認めら

れるので，不開示としたことは妥当であるが，別表に掲げる部分は，同条

１号，３号，５号及び６号柱書きのいずれにも該当せず，開示すべきであ

り，内閣官房副長官補において，本件対象文書の外に本件開示請求の対象

として特定すべき文書として文書１，文書３，文書１６及び文書１７を保
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有していると認められるので，これらを対象として，改めて開示決定等を

すべきであると判断した。 

（第２部会） 

委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 
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別表 

 

文書番号 開示すべき部分 

文書１ １３枚目ないし１０４枚目 

文書５ ４１枚目ないし４６枚目 

文書７ ３２枚目ないし３７枚目 

文書９ ２８枚目ないし３３枚目 

文書２０ ６枚目ないし１０枚目 

文書２３ 全部 

文書２５ 全部 

文書４８ ６枚目及び７枚目 

文書１０６ 全部 

文書１０７ 全部 

文書１０８ 全部 

文書１０９ ７枚目ないし１２枚目 

文書１１１ 全部 

文書１１２ 全部 

文書１１９ 全部 

文書１２６ ３枚目 

文書１２７ ５枚目 

文書１３１ ７枚目ないし１５枚目，１８枚目ないし２２枚目及び３６枚

目ないし４６枚目 
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別紙 

 

文書１   「河野談話作成過程等に関する検証チーム」準備会合資料 

文書２   「河野談話作成過程等に関する検証チーム」準備会合議事概要 

文書３   「河野談話作成過程等に関する検証チーム」第１回資料 

文書４   「河野談話作成過程等に関する検証チーム」第１回議事概要 

文書５   「河野談話作成過程等に関する検証チーム」第２回資料 

文書６   「河野談話作成過程等に関する検証チーム」第２回議事概要 

文書７   「河野談話作成過程等に関する検証チーム」第３回資料 

文書８   「河野談話作成過程等に関する検証チーム」第３回議事概要 

文書９   「河野談話作成過程等に関する検証チーム」第４回資料 

文書１０  「河野談話作成過程等に関する検証チーム」第４回議事概要 

文書１１  当時の政府職員からのヒアリング 

文書１２  Details of Exchanges between Japan and the Republic of 

Korea (ROK) Regarding the Comfort Women Issue～From the 

Drafting of the Kono Statement to the Asian Women’s Fund～ 

文書１３  慰安婦問題基礎公表資料 

文書１４  河野談話の作成過程等に関する検討結果 但木座長，兼原副長官

補記者会見概要 

文書１５  慰安婦問題を巡る日韓間のやり取りの経緯に関する座長会見録 

文書１６  事務資料（慰安婦問題関連）（１） 

文書１７  事務資料（慰安婦問題関連）（２） 

文書１８  事務資料（慰安婦問題関連）（３） 

文書１９  事務資料（慰安婦問題関連）（４） 

文書２０  事務資料（慰安婦問題関連）（５） 

文書２１  事務資料（慰安婦問題関連）（６） 

文書２２  事務資料（慰安婦問題関連）（７） 

文書２３  事務資料（慰安婦問題関連）（８） 

文書２４  事務資料（慰安婦問題関連）（９） 

文書２５  事務資料（慰安婦問題関連）（１０） 

文書２６  電信（慰安婦問題関連）（１） 

文書２７  電信（慰安婦問題関連）（２） 

文書２８  事務資料（慰安婦問題関連）（１１） 

文書２９  事務資料（慰安婦問題関連）（１２） 

文書３０  報告・供覧（慰安婦問題関連）（１） 

文書３１  電信（慰安婦問題関連）（３） 

文書３２  事務資料（慰安婦問題関連）（１３） 

文書３３  報告・供覧（慰安婦問題関連）（２） 
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文書３４  電信（慰安婦問題関連）（４） 

文書３５  事務資料（慰安婦問題関連）（１４） 

文書３６  電信（慰安婦問題関連）（５） 

文書３７  事務資料（慰安婦問題関連）（１５） 

文書３８  事務資料（慰安婦問題関連）（１６） 

文書３９  事務資料（慰安婦問題関連）（１７） 

文書４０  事務資料（慰安婦問題関連）（１８） 

文書４１  事務資料（慰安婦問題関連）（１９） 

文書４２  事務資料（慰安婦問題関連）（２０） 

文書４３  決裁書（慰安婦問題関連）（１） 

文書４４  事務資料（慰安婦問題関連）（２１） 

文書４５  事務資料（慰安婦問題関連）（２２） 

文書４６  事務資料（慰安婦問題関連）（２３） 

文書４７  事務資料（慰安婦問題関連）（２４） 

文書４８  電信（慰安婦問題関連）（６） 

文書４９  事務資料（慰安婦問題関連）（２５） 

文書５０  事務資料（慰安婦問題関連）（２６） 

文書５１  事務資料（慰安婦問題関連）（２７） 

文書５２  事務資料（慰安婦問題関連）（２８） 

文書５３  電信（慰安婦問題関連）（７） 

文書５４  事務資料（慰安婦問題関連）（２９） 

文書５５  事務資料（慰安婦問題関連）（３０） 

文書５６  事務資料（慰安婦問題関連）（３１） 

文書５７  電信（慰安婦問題関連）（８） 

文書５８  電信（慰安婦問題関連）（９） 

文書５９  電信（慰安婦問題関連）（１０） 

文書６０  電信（慰安婦問題関連）（１１） 

文書６１  電信（慰安婦問題関連）（１２） 

文書６２  電信（慰安婦問題関連）（１３） 

文書６３  事務資料（慰安婦問題関連）（３２） 

文書６４  電信（慰安婦問題関連）（１４） 

文書６５  電信（慰安婦問題関連）（１５） 

文書６６  電信（慰安婦問題関連）（１６） 

文書６７  事務資料（慰安婦問題関連）（３３） 

文書６８  電信（慰安婦問題関連）（１７） 

文書６９  電信（慰安婦問題関連）（１８） 

文書７０  決裁書（慰安婦問題関連）（２） 

文書７１  電信（慰安婦問題関連）（１９） 
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文書７２  電信（慰安婦問題関連）（２０） 

文書７３  電信（慰安婦問題関連）（２１） 

文書７４  事務資料（慰安婦問題関連）（３４） 

文書７５  事務資料（慰安婦問題関連）（３５） 

文書７６  電信（慰安婦問題関連）（２２） 

文書７７  電信（慰安婦問題関連）（２３） 

文書７８  事務資料（慰安婦問題関連）（３６） 

文書７９  事務資料（慰安婦問題関連）（３７） 

文書８０  電信（慰安婦問題関連）（２３） 

文書８１  事務資料（慰安婦問題関連）（３８） 

文書８２  電信（慰安婦問題関連）（２４） 

文書８３  電信（慰安婦問題関連）（２５） 

文書８４  事務資料（慰安婦問題関連）（３９） 

文書８５  電信（慰安婦問題関連）（２６） 

文書８６  電信（慰安婦問題関連）（２７） 

文書８７  事務資料（慰安婦問題関連）（４０） 

文書８８  事務資料（慰安婦問題関連）（４１） 

文書８９  事務資料（慰安婦問題関連）（４２） 

文書９０  事務資料（慰安婦問題関連）（４３） 

文書９１  事務資料（慰安婦問題関連）（４４） 

文書９２  事務資料（慰安婦問題関連）（４５） 

文書９３  事務資料（慰安婦問題関連）（４６） 

文書９４  電信（慰安婦問題関連）（２８） 

文書９５  電信（慰安婦問題関連）（２９） 

文書９６  事務資料（慰安婦問題関連）（４７） 

文書９７  事務資料（慰安婦問題関連）（４８） 

文書９８  事務資料（慰安婦問題関連）（４９） 

文書９９  事務資料（慰安婦問題関連）（５０） 

文書１００ 電信（慰安婦問題関連）（３０） 

文書１０１ 電信（慰安婦問題関連）（３１） 

文書１０２ 事務資料（慰安婦問題関連）（５１） 

文書１０３ 事務資料（慰安婦問題関連）（５２） 

文書１０４ 事務資料（慰安婦問題関連）（５３） 

文書１０５ 事務資料（慰安婦問題関連）（５４） 

文書１０６ 事務資料（慰安婦問題関連）（５５） 

文書１０７ 事務資料（慰安婦問題関連）（５６） 

文書１０８ 事務資料（慰安婦問題関連）（５７） 

文書１０９ 決裁書（慰安婦問題関連）（３） 
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文書１１０ 電信（慰安婦問題関連）（３２） 

文書１１１ 事務資料（慰安婦問題関連）（５８） 

文書１１２ 事務資料（慰安婦問題関連）（５９） 

文書１１３ 電信（慰安婦問題関連）（３３） 

文書１１４ 事務資料（慰安婦問題関連）（６０） 

文書１１５ 事務資料（慰安婦問題関連）（６１） 

文書１１６ 事務資料（慰安婦問題関連）（６２） 

文書１１７ 事務資料（慰安婦問題関連）（６３） 

文書１１８ 事務資料（慰安婦問題関連）（６４） 

文書１１９ 事務資料（慰安婦問題関連）（６５） 

文書１２０ 事務資料（慰安婦問題関連）（６６） 

文書１２１ 事務資料（慰安婦問題関連）（６７） 

文書１２２ 事務資料（慰安婦問題関連）（６８） 

文書１２３ 事務資料（慰安婦問題関連）（６９） 

文書１２４ 事務資料（慰安婦問題関連）（７０） 

文書１２５ 事務資料（慰安婦問題関連）（７１） 

文書１２６ 事務資料（慰安婦問題関連）（７２） 

文書１２７ 事務資料（慰安婦問題関連）（７３） 

文書１２８ 事務資料（慰安婦問題関連）（７４） 

文書１２９ 事務資料（慰安婦問題関連）（７５） 

文書１３０ 事務資料（慰安婦問題関連）（７６） 

文書１３１ 事務資料（慰安婦問題関連）（７７） 

文書１３２ 事務資料（慰安婦問題関連）（７８） 

文書１３３ 事務資料（慰安婦問題関連）（７９） 

文書１３４ 事務資料（慰安婦問題関連）（８０） 

文書１３５ 事務資料（慰安婦問題関連）（８１） 

文書１３６ 事務資料（慰安婦問題関連）（８２） 

文書１３７ 事務資料（慰安婦問題関連）（８３） 

文書１３８ 事務資料（慰安婦問題関連）（８４） 

文書１３９ 事務資料（慰安婦問題関連）（８５） 

文書１４０ 事務資料（慰安婦問題関連）（８６） 

文書１４１ 事務資料（慰安婦問題関連）（８７） 

文書１４２ 同検討チームの閲覧に供した内閣官房が主管する全ての文書の件

名，日付け，作成者（部署）名，同検討チームに提供した内閣官

房が主管する全ての文書の件名，日付け，作成者（部署）名が分

かる文書 


